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表紙

電子提供措置事項のうち、法令および当社定款第14条の規定に基

づき、株主様に書面で交付していない事項を本資料に記載してい

ます。

第109期定時株主総会資料

（交付書面に記載しない事項）

会社の体制および方針

株主資本等変動計算書

個　別　注　記　表

連結株主資本等変動計算書

連　結　注　記　表

（2024年３月１日から2025年２月28日まで）

株式会社大和
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会社の体制および方針

会社の体制および方針

○取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保する体制

① 代表取締役、本部長、内部監査室長、常勤監査等委員に加え各店運

営責任者（店長）等が参画する「コンプライアンス委員会」を設置

しており、この委員会活動を中核に、取締役および使用人の職務の

執行が法令および定款に適合することを確保する体制をとります。

② 内部統制システムの一環として、独立機関として監査等委員会を設

置しており、企業倫理と法令遵守、企業の健全性に軸足を置いた業

務監査を実施します。

③ 内部監査部門として内部監査室を設置しており、当社および企業グ

ループの日常業務・運営の内部監査を行い、その業務プロセスの適

正性、有効性を検証し、重要な事項については、取締役会、監査等

委員会等へ適切に報告する体制をとります。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他職務の執行に係る重

要情報を適切に保存・管理します。

② 個人情報の管理については「個人情報保護管理規程」および関連規

準・マニュアルを遵守するとともに、個人情報を取扱う取引先とも

契約書を締結、台帳の施錠保管の徹底、シュレッダーの配備実施等

保護施策に取り組みます。

(3) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

① 業務執行上の重要な意思決定ないし事業遂行等に内在するリスク

は、代表取締役、本部長、常勤監査等委員、各店運営責任者（店

長）が一堂に会する店長会議において審議、管理します。

② 緊急事態の発生、あるいは緊急事態につながるおそれのある事実が

判明した際の危機管理対応は、情報開示も含む対応策を協議し、迅

速かつ適正な対応を行います。
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会社の体制および方針

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、原則として年５回以上開催し、経営全般に係る意思決

定を行います。

② 代表取締役、本部長、常勤監査等委員による経営会議は、経営課題

を見極め取締役会に付議される案件の検討等経営に関わる事項につ

いて協議します。

③ 店長会議を原則毎月開催し、実務的な業務執行の協議ならびに具体

的な取り組みについて決定します。

(5) 財務報告の信頼性を確保するための体制

企業グループ全体の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引

法その他の関係法令に基づく内部統制の整備、運用の体制および評価

に関する基本方針を定め、適正に機能することを継続的に評価し、必

要な場合は適宜改善を行います。

(6) 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

① 企業グループ全体での一体的な企業統治を図るため、本社経営戦略

本部において経営戦略本部長、経営企画部長、子会社取締役による

会議を定期的に開催し、業績や財務状況について子会社取締役から

報告を受け、グループ各社の経営状況やリスクを掌握の上、必要な

場合は支援、助言を実施します。

② 子会社取締役会において重要な事項の意思決定を諮ることとし、本

部長、経営企画部長が出席することにより、企業グループ全体の経

営執行を把握できる体制をとります。

③ 企業グループ全体の内部統制を徹底するため、グループ各社の内部

統制システム構築に努めます。

(7) 監査等委員会を補助する使用人体制とその独立性ならびに当該使用人

に関する実効性の確保に関する体制

① 取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員会の求め

により監査等委員会の職務を補助する従業員として適切な人材を配

置することとし、その従業員の人事に関する事項は、監査等委員会

と協議のうえ決定します。

② 当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合、他部署の業務と同

等以上に監査等委員会に係る業務に従事するものとします。
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会社の体制および方針

(8) 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団の取締役・監

査役および使用人等が監査等委員会に報告するための体制および報告

をした者が不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

① 監査等委員には取締役会および重要な会議に出席を依頼するほか、

必要に応じて担当部門およびグループ各社の取締役・監査役・使用

人等から報告・説明等を行います。

② 「公益通報者保護法に関する社内規程」を企業グループ全体に適用

し、取締役および使用人ならびにグループ各社の取締役・監査役・

使用人等は、重大な法令違反、定款違反、企業集団に著しい損害を

及ぼす事実や不正な行為を発見した場合、すみやかに監査等委員会

にその事実を報告します。また、監査等委員会へ当該報告を行った

者に対し、当該報告をしたことを理由とし、不利益な取り扱いをす

ることを禁止するものとします。

(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

監査等委員会は、必要に応じ担当部門に協力を要請することができる

ものとし、会計監査人に対しては会計監査への臨席検証および税務相

談等、助言を求めます。

(10) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続

その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

方針

監査等委員がその職務を執行する上で、会社法第399条の２第４項に

基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門で審議の上、当

該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要で

ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す

ることとします。

(11) 反社会的な勢力等との関係断絶に係る体制

反社会的勢力や反社会的勢力等と関係のある取引先・団体とはいかな

る取引も一切おこなわないこととし、市民社会の秩序や安全に脅威を

与える反社会的な勢力等からの接触や要求に対しては、毅然とした態

度で臨み、不当な要求には一切応じないこととします。また「大和コ

ンプライアンスマニュアル」で反社会的な勢力等との関係断絶につい

て明文化の上、社内周知を徹底し、必要に応じて外部の専門家に相談

できる体制をとります。
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○取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(1) 取締役の職務の執行

取締役会を定期的に開催し、法令および取締役会規程で定められた重

要な項目について審議・決定・報告いたしました。また、取締役の職

務の執行を効率的に行うため、経営会議および戦略会議等を定期的に

開催し、取締役会に付議する重要な事項やこれに準ずる経営的な課題

について論議いたしました。また、毎月１回、店長会議を開催し、実

務的な業務執行の協議ならびに具体的な取り組みについて協議してま

いりました。加えて企業グループ全体においては、子会社取締役会を

定期的に開催し、重要な事項を決定の上、本社経営戦略本部と子会社

取締役による会議を毎月１回開催し、グループ各社の経営状況やリス

ク等について論議してまいりました。また、取締役の職務の執行に係

る文書等につきましては適切に保存をいたしております。

(2) コンプライアンス

「大和コンプライアンスマニュアル」等社内規程を基本として、代表

取締役を中心に法令遵守について意識向上に努めてまいりました。個

人情報保護管理については「個人情報保護管理規程」および関連規

準・マニュアルを遵守するとともに、個人情報を取り扱う取引先とも

契約書を締結、台帳の施錠保管の徹底の上、定期的な監査および自己

点検を実施いたしました。「表示」や「安全衛生」については、全社

的に第三者機関の現状調査による指導および研修を定期的に開催いた

しております。今期は、情報システムの変更に伴うシステム処理運用

および業務運用の見直しに関する各種規定およびマニュアルを改訂

し、全従業員への周知を図り、リスク回避に努めてまいりました。ま

た、カスタマーハラスメントに係る基本方針および対応マニュアルを

作成し、管理者への教育とともに従業員への周知に努めてまいりまし

た。具体的な課題等については、定期的に「コンプライアンス委員

会」を開催し、課題を論議し、改善を図っております。
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(3) リスク管理

社内規程に則り、企業グループ全体のリスク管理に努めております。

今期は、情報システムの管理・運用について重点的に取り組み、セキ

ュリティーポリシー等の見直しを図り社内周知に努めるとともに、上

長による実態把握と指導強化によるリテラシーの向上、計画的・効率

的な業務推進に努めてまいりました。また、売掛債権の管理・運用の

見直しを図り、実効性のあるリスク管理対策の策定と実施に努めてま

いりました。

(4) 内部監査の実施

定期的な内部監査を大和本社、各店および企業グループ各社に対し実

施いたしました。特に、今期はＩＴに係るリスク管理を中心に監査を

実施し、代表取締役・監査等委員会に必要に応じて報告を行ってまい

りました。また、改善すべき事項につきましては、当該部門に直接指

摘するとともに、各組織の運営責任者（大和では各店長、企業グルー

プ各社では社長）に報告・指導を行いました。

(5) 財務報告に係る内部統制

内部統制報告制度の基本方針をふまえ、「2024年度内部統制報告制度

評価計画」を作成し、関連する内部統制の整備状況および運用状況の

評価をいたしました。特に、「全社レベル」、「決算・財務報告プロ

セス」、「事業目的に関わる重要な業務プロセス」、「ＩＴ」に関す

る重要な内部統制の評価を実施いたしました。企業グループにあって

は、グループ各社の全社的な内部統制を評価してまいりました。評価

結果については代表取締役、監査等委員会に必要に応じて報告の上、

改善すべき事項は、当該部門に直接指摘するとともに、各組織の運営

責任者（大和では各店長、企業グループ各社では社長）に報告・指導

してきました。また、会計監査人による内部統制監査と連動の上、適

宜情報交換し、双方の監査の精度・品質の向上に努めてまいりまし

た。
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(6) 監査等委員会の活動状況

監査等委員会は「監査等委員会監査等基準」「内部統制システムに係

る監査等委員会監査の実施基準」「監査等委員会規則」の下、2024年

度監査等委員会監査方針を策定、監査等計画に沿って監査および監督

を実施してまいりました。監査等委員会については定期的に開催し、

審議すべき事項について、論議・決定等してまいりました。また、監

査等委員会は内部監査室等と連動し定期的に監査を実施し、必要があ

る場合は、担当部門およびグループ各社担当者に要請し報告を受け、

説明を求めました。常勤監査等委員においては、重要な会議に出席の

上、監査等委員会において情報の共有に努めてまいりました。会計監

査人とは定期的に課題について論議し、情報交換に努めてまいりまし

た。

○剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、企業体質の強化と今後の事業展開などを総合的に判断し、配当

を行うことを基本方針としております。

　当事業年度においては、誠に遺憾ではありますが、無配とさせていただ

きます。

　今後は、安定的な収益基盤を確立の上、利益剰余金の積み上げに取り組

んでまいります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 (2024年３月１日から)2025年２月28日まで
                                                （単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

その他
資　本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

繰 越
利 益
剰 余 金

そ の 他
利 益
剰 余 金

計

2024年３月１日　残高 100,000 1,151,981 443,456 1,595,438 907,028 907,028 907,028 △595,341 2,007,124

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 － 175,016 175,016 175,016 175,016

自己株式の取得 － － △198 △198

株主資本以外の
項目の事業年度
中 の 変 動 額
( 純 額 )

－ － －

事 業 年 度 中 の　
変 動 額 計

－ － － － 175,016 175,016 175,016 △198 174,818

2025年２月28日　残高 100,000 1,151,981 443,456 1,595,438 1,082,044 1,082,044 1,082,044 △595,540 2,181,942

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2024年３月１日　残高 778,915 778,915 2,786,040

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 175,016

自己株式の取得 △198

株主資本以外の
項目の事業年度
中 の 変 動 額　　
( 純 額 )

594,508 594,508 594,508

事 業 年 度 中 の　
変 動 額 計

594,508 594,508 769,326

2025年２月28日　残高 1,373,424 1,373,424 3,555,367

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個 別 注 記 表 (2024年３月１日から)2025年２月28日まで

①有価証券 子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券 市場価格の

　　　　　　　　　ない株式等

　　　　　　　　　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

市場価格の

ない株式等

移動平均法による原価法

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

②棚卸資産 商品 売価還元法による低価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く) 定額法

②無形固定資産(リース資産を除く) 定額法（なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる）

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理している。

また、数理計算上の差異は発生の翌事業年度に一括して費用処理している。

③賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してい

る。

④商品券回収損失引当金

　　他社でも利用可能な全国百貨店共通商品券が負債計上中止後に回収された場合に発生

　　する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を計上している。

(4) 収益および費用の計上基準

　　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容お

よび当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり

である。
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個別注記表

　　　商品の販売に係る収益認識

　当社の顧客からとの契約から生じる収益は、百貨店業を主たる事業としており、商

品の引渡時点において総額で収益（売上高）を計上している。なお、消化仕入等、当

社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から

仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益（営業収入）を計上している。

　また、当社は、会員顧客向けのポイント制度を採用しており、商品の購入に応じて

付与するポイントは、将来当社における商品購入時に利用することができるため、付

与したポイントを履行義務として識別し、契約負債に計上している。取引価格は、ポ

イントの利用および失効見込み分を考慮した上で、独立販売価格の比率に基づいて各

履行義務に配分している。ポイントの履行義務に配分された取引価格は「契約負債」

として計上し、ポイントの利用および失効に従い収益を認識している。なお、取引の

対価は、履行義務を充足してから短期の内に受領し、重要な金融要素は含んでいな

い。

２. 重要な会計上の見積り

　①関係会社への貸付金の評価

　　・当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　長期貸付金　　　　1,268,000千円

　　　　貸倒引当金　　　　　720,010千円

　　・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　関係会社への貸付金については、その回収期間が長期に亘ること、および過去に条件

緩和を行ったことにより回収可能性に不確実性が認められたことから、株式会社金沢ニ

ューグランドホテルの財政状態および返済能力により回収可能性を評価し、貸倒引当金

を計上している。

　　　回収可能性の判断の基礎となる長期経営計画に基づく返済計画の主要な仮定は、客室

稼働率および客単価の変動とそれに伴うレストラン部門売上高の増減である。しかしこ

れらは金沢市のインバウンドを含む観光需要の動向に大きく影響を受け、経営者の判断

および見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生じた場合に

は、貸倒引当金の金額に重要な影響を及ぼす可能性がある。

②繰延税金資産の回収可能性

　・当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　繰延税金資産　　　　195,264千円（繰延税金資産は繰延税金負債と相殺前の金額を

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記載している）

　・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期および金額によ

って見積っている。当該見積りは、将来の需要予測や市場動向などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生する課税所得の時期および金額が見積りと異なった場合、

翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があ

る。
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①担保に供している資産 建物 5,382,178千円

土地 5,871,579千円

投資有価証券 2,181,320千円

計 13,435,077千円

②担保に係る債務 短期借入金 4,182,526千円

長期借入金 1,239,909千円

計 5,422,435千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 14,822,148千円

株式会社金沢ニューグランドホテル 741,100千円

株式会社大和カーネーションサークル 3,278,000千円

短期金銭債権 9,179千円

長期金銭債権 1,268,000千円

短期金銭債務 7,371,890千円

金銭債権 640千円

売上高 3,029千円

営業費用 1,242,186千円

営業取引以外の取引による取引高 195,639千円

普通株式 394,233株

３．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

　　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。

(3) 保証債務

①他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っている。

②他の会社の前受業務保証金供託受託会社に対し、連帯保証を行っている。

(4) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

(5) 取締役に対する金銭債権

４. 損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類および株式数
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賞与引当金 31,981千円

退職給付引当金 347,154千円

貸倒引当金 1,597,776千円

　減損損失 179,929千円

　繰越欠損金 155,195千円

　商品券回収損失引当金 70,987千円

　その他 393,162千円

繰延税金資産小計 2,776,187千円

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △148,410千円

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,432,512千円

評価性引当額 △2,580,922千円

繰延税金資産合計 195,264千円

資産除去債務 △10,243千円

その他有価証券評価差額金 △705,338千円

合併による土地評価差額 △558,913千円

繰延税金負債合計 △1,274,496千円

繰延税金負債の純額 △1,079,231千円

（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子 会 社
㈱大和カーネー
ションサークル

所 有
直接100.0％

資金貸借取引
役 務 の 受 入
役 員 の 兼 任

資金の預り 4,602,166 預 り 金 7,329,483

利息の支払
（注１）

連 帯 保 証
（注２）

132,196

3,278,000

子 会 社
㈱ 金 沢 ニ ュ ー
グランドホテル

所 有
直接 50.5％

資金貸借取引
債 務 保 証
役 員 の 兼 任

資金の貸付

利息の受取
（注３）

銀行借入に
対する債務
保証(注４)

―

7,683

741,100

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

1,268,000

720,010

関連会社
㈱プロパティマ
ネジメント片町

所 有
直接 33.3％

賃 貸 取 引
役 員 の 兼 任

建物の賃貸
（注５） 30,000 前 受 金 2,750

６. 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　繰延税金負債

７. 関連当事者との取引に関する注記

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）㈱大和カーネーションサークルに対する利息の支払については、市場金利を考慮
し、双方協議の上決定している。

（注２）㈱大和カーネーションサークルへの連帯保証は、友の会会員積立預り金残高に対
する保全措置に対して行ったものである。

（注３）㈱金沢ニューグランドホテルに対する貸付については、市場金利を考慮し、双方
協議の上決定している。
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期首残高 148,681千円

時の経過による調整額 3,270千円

当事業年度末残高 151,952千円

１株当たり純資産額 633円85銭

１株当たり当期純利益 31円20銭

（注４）㈱金沢ニューグランドホテルに対する債務保証は、金融機関に対して行ってお
り、保証料は受領していない。

（注５）㈱プロパティマネジメント片町に対する建物の賃貸料については、双方協議の
上、決定している。

８. 資産除去債務に関する注記

(1) 資産除去債務の内容

　当社は、賃貸用店舗および事業用資産の一部について土地又は建物所有者との間で不

動産賃貸契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を有しているため、

契約上の義務に関して資産除去債務を計上している。

(2) 資産除去債務の見積りに関する前提条件

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は60年、割引率は2.2％を採用してい

る。

(3) 資産除去債務の期中における増減内容

　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。

９. １株当たり情報に関する注記
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 (2024年３月１日から)2025年２月28日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 4 年 ３ 月 １ 日 　 残 高 100,000 1,595,438 1,730,505 △595,341 2,830,601

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る　　
当 期 純 利 益

192,548 192,548

自 己 株 式 の 取 得 △198 △198

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額）

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 192,548 △198 192,349

2 0 2 5 年 ２ 月 2 8 日 　 残 高 100,000 1,595,438 1,923,053 △595,540 3,022,951

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

2 0 2 4 年 ３ 月 １ 日 　 残 高 778,905 871,201 2,476 1,652,583 4,483,184

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る　　
当 期 純 利 益

192,548

自 己 株 式 の 取 得 △198

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額）

594,415 59,807 654,222 654,222

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

594,415 － 59,807 654,222 846,572

2 0 2 5 年 ２ 月 2 8 日 　 残 高 1,373,320 871,201 62,283 2,306,805 5,329,756

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表 (2024年３月１日から)2025年２月28日まで

有価証券 その他有価証券 　市場価格の
　　　　　　　　　　ない株式等
　　　　　　　　　　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

　市場価格の
　ない株式等

移動平均法による原価法

無形固定資産(リース資産を除く)　定額法（なお、自社利用のソフトウエアについて
　は、社内における利用可能期間（５年）に基づい
　ている）

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数および連結子会社の名称
連結子会社の数 　７社
主要な連結子会社の名称 　㈱大和印刷社、㈱勁草書房、㈱レストランダイワ

　㈱大和カーネーションサークル、㈱金沢ニューグ
　ランドホテル、大和マネージメントサービス㈱

(2) 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数および名称

持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 ㈱プロパティマネジメント片町

②議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社のう
ち、関連会社としなかった会社の名称等
主要な会社等の名称 総曲輪シテイ㈱、金沢都市開発㈱、オタヤ開発㈱
関連会社としなかった理由 出資目的および取引の状況などの実態から、財務　

および営業又は事業の方針の決定に対し、重要　
な影響を与えていないため関連会社に含めていな　
い。

(3) 会計方針に関する事項
①資産の評価基準および評価方法

棚卸資産 商品 　主として売価還元法による低価法（貸借対照表価
　　　　　　　　　　　　　　　　額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
　　　　　　　　　　　　　　　　算定）

その他 　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益
　　　　　　　　　　性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)　主として定額法

リース資産　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法
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③引当金の計上基準
貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上している。

賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してい
る。

商品券等回収損失引当金
他社でも利用可能な全国百貨店共通商品券等が負債計上中止後に回収された場合に
発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を計上してい
る。

④退職給付に係る会計処理の方法
　　退職給付見込額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっている。
　　過去勤務費用および数理計算上の差異の処理方法
　　　過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により、発生時から費用処理している。
　　　また、数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括して費用処理している。
　　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の処理方法
　　　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。
　　子会社における簡便法の適用
　　　連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

⑤収益および費用の計上基準
　　当社企業グループと顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容および当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時
点）は以下のとおりである。

　　商品の販売に係る収益認識
　　　当社企業グループの顧客との契約から生じる収益は、百貨店業を主たる事業として

おり、商品の引渡時点において総額で収益（売上高）を計上している。なお、消化仕
入等、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の
総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益（営業収入）を計上してい
る。また、当社は、会員顧客向けのポイント制度を採用しており、商品の購入に応じ
て付与するポイントは、将来当社における商品購入時に利用することができるため、
付与したポイントを履行義務として識別し、契約負債に計上している。取引価格は、
ポイントの利用および失効見込み分を考慮した上で、独立販売価格の比率に基づいて
各履行義務に配分している。ポイントの履行義務に配分された取引価格は「契約負
債」として計上し、ポイントの利用および失効に従い収益を認識している。なお、取
引の対価は、履行義務を充足してから短期の内に受領し、重要な金融要素は含んでい
ない。
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①担保に供している資産 建物および構築物 6,599,910千円
土地 7,755,938千円
投資有価証券 2,181,320千円

計 16,537,169千円

②担保に係る債務 短期借入金 4,923,626千円
長期借入金 1,239,909千円

計 6,163,535千円

有形固定資産の減価償却累計額 19,365,054千円

２．重要な会計上の見積り
　①固定資産の減損

・当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額
　　有形固定資産　　　　　　 15,595,704千円
　　無形固定資産　　　　　　　　393,592千円
・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　固定資産の減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グル
　　ープから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することに
　　よって、減損損失の認識の要否を判定している。
　　割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる長期経営計画の主要な仮定は、
　　客室稼働率および客単価の変動とそれに伴うレストラン部門売上高の増減である。し
　　かしこれらは金沢市のインバウンドを含む観光需要の動向に大きく影響を受け、経営
　　者の判断および見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生
　　じた場合には、固定資産の減損の判定に重要な影響を及ぼす可能性がある。

　②繰延税金資産の回収可能性
　　・当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額
　　　　繰延税金資産　　　　　　　　327,115千円（繰延税金資産は繰延税金負債と相殺前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 の金額を記載している）
　　・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期および金額によ
　　　　って見積っている。当該見積りは、将来の需要予測や市場動向などによって影響を受
　　　　ける可能性があり、実際に発生する課税所得の時期および金額が見積りと異なった場
　　　　合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及
　　　　ぼす可能性がある。

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

(2) 資産に係る減価償却累計額

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれている。

(3) 土地の再評価
　連結子会社１社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34
　号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上
　している。
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第四号に定める地価税
法第16条に規定する地価税の課税価格の基礎となる
土地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて
公表した方法により算出した価額に合理的な調整を
行って算定する方法により算出

再評価を行った年月日 2002年２月28日
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△567,359千円

普通株式 6,003,400株

項　目
連結貸借対照表

計上額
時　価 差　額

(1)投資有価証券
　 その他有価証券 2,814,970 2,814,970 －
(2)諸保証金 5,538,536
　 貸倒引当金 △3,425,000

2,113,536 1,662,864 △450,672
(3)長期借入金（1年以内返
　　済予定を含む） 3,285,061 3,269,828 △15,232

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

５. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　　　当社企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達している。
借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）である。

　　　受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内のルールに沿ってリスク低減
を図っている。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時
価の把握を行っている。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　　　2025年２月28日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこ

れらの差額については次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　（注１）「現金および預金」「受取手形、売掛金および契約資産」「支払手形および買掛
金」「短期借入金」「諸預り金」については、現金であること、および短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
いる。

　　（注２）市場価格のない株式等は、上記には含まれていない。当該金融商品の連結貸借対
　　　　　　照表計上額は629,744千円である。
　　（注３）その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は142,776千円であり、売却益の合

計額は70,431千円である。
　（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じ
　　　て、以下の3つのレベルに分類している。
　　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい
　　　　　　　　　　　　て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
　　　　　　　　　　　　場価格により算定した時価
　　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプ
　　　　　　　　　　　　ット以外の時価の算定にかかるインプットを用いて算定した時価
　　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
　　　　インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
　　　　レベルに時価を分類している。
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区分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 2,814,970 － － 2,814,970

区分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

諸保証金
長期借入金

－
－

－
3,269,828

1,662,864
－

1,662,864
3,269,828

連結貸借対照表計上額 　時　価

賃貸等不動産 1,152,279 931,428

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産

5,976,180 7,230,457

　　　　①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　　②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　　　（注１）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
　　　　　　投資有価証券
　　　　　　　上場株式は相場価格を用いて評価している。上場株式は活発な市場で取引され
　　　　　　　ているため、その時価をレベル1の時価に分類している。
　　　　　　諸保証金
　　　　　　　諸保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを
　　　　　　　残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた、現在価値により算定してい
　　　　　　　る観察できない時価の算定に係るインプットである、回収可能性を反映した将
　　　　　　　来キャッシュ・フローを使用して算定しているため、レベル3の時価に分類し
　　　　　　　ている。
　　　　　　長期借入金
　　　　　　　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用され
　　　　　　　る合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル
　　　　　　　2の時価に分類している。

６. 賃貸等不動産に関する注記
　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　　当社および一部の子会社では、石川県その他の地域において、賃貸等の用に供してい

る不動産（土地を含む）を有している。なお、当該賃貸用不動産の一部については、当
社および一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を
含む不動産としている。

　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額
　　　　　　　を控除した金額である。
　　　（注２）当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」、路線価による相続税評

価額および固定資産税評価額等に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む）である。

７. 資産除去債務に関する注記
(1) 資産除去債務の内容

　当社企業グループは、賃貸用店舗および事業用資産の一部について土地又は建物所有
者との間で不動産賃貸契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を有し
ているため、契約上の義務に関して資産除去債務を計上している。

－ 18 －



2025/04/22 12:10:23 / 24173778_株式会社大和_招集通知

連結注記表

期首残高 154,900千円
時の経過による調整額 3,407千円

当連結会計年度末残高 158,308千円

報告セグメント その他

（注）
合　計

百貨店業 ホテル業 出版業 飲食業 印刷業 計

顧 客 と

の 契 約

か ら 生

じ る 収

益

13,996,124 1,245,510 706,952 338,445 407,854 16,694,887 235,579 16,930,467

セ グ メ

ン ト 間

の 内 部

売 上 高

又 は 振

替高

3,029 98,141 - - 190,384 291,556 204,842 496,398

外 部 顧

客 へ の

売上高

13,993,095 1,147,368 706,952 338,445 217,469 16,403,331 30,737 16,434,068

１株当たり純資産額 950円19銭
１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 34円33銭

(2) 資産除去債務の見積りに関する前提条件
　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得時から55年から60年、割引率は
2.2％を採用している。

(3) 資産除去債務の期中における増減内容
　当連結会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。

８．収益認識に関する注記
　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　当連結会計年度（自　2024年３月１日　至　2025年２月28日）　　　　（単位：千円）

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材サー
　　　　ビス業他を行っている。

　(2) 収益を理解するための基礎となる情報
　　　「会計方針に関する事項」の「収益および費用の計上基準」に記載のとおりである。

９.１株当たり情報に関する注記
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